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本日のご説明内容

１．沖縄電⼒の概要

２．事業毎の取り組み

３．ESGへの取り組み

４．業績・株主還元
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会社概要
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2024年3月31日現在

1972（昭和47）年5月15日設⽴年⽉日

75億86百万円資本⾦

4,583億 30百万円（単体）
4,986億 71百万円（連結）総資産額

56,927,965株発⾏済株式数

1,504名（単体）
3,079名（連結）従業員数

地域とともに、地域のために

コーポレートスローガン

基本理念

エネルギーを通して沖縄の⼒となるために
〜 Energise Okinawa〜

私たち沖縄電⼒は、誇りと使命感を持って
お客さまの暮らしと経済活動を支え、
⾼い志を持ち、あふれる情熱と豊かな想像⼒
を発揮して、夢と活⼒ある沖縄の未来づくり
に貢献していきます。



沖縄エリアの特徴
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①島しょ性 ②⼩規模独⽴系統

③地理や地形 ④県経済・基地返還跡地



沖縄エリアの特徴
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沖縄本島

南大東島

北大東島

広⼤な海域に島が点在、供給コストが⾼い離島を多く抱えており
様々な工夫によりユニバーサルサービスを維持①島しょ性

東⻄約1,000km、南北約400kmの広⼤なエリア
38の有⼈離島に電⼒を供給



供給予備率
32.0％〜41.9％

(2024年~2033年)

沖縄エリアの特徴
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②⼩規模
独⽴系統

本⼟の電⼒系統(送電網)と連系されておらず広域融通の枠外にあるため
安定供給を確保するため⾼い供給予備⼒が必要

沖縄

>
全国

送電網が繋がって
いるため、供給⼒
に余裕のあるエリ
アからの電⼒融通
が可能

本土と送電網が
繋がっていないた
め、他電⼒からの
電⼒融通不可

供給予備率
11.3％〜19.1％

(2024年~2033年)



沖縄エリアの特徴
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③地理や地形 地理的・地形的な制約により、化⽯燃料に頼らざるを得ない状況

・大きな河川がなく、⽔⼒発電の開発が難しい
・需要規模が⼩さく原⼦⼒発電の開発が難しい
・狭⼩な県土のため太陽光発電設備を設置できる土地が限られている
・台風常襲地のため、大型の風⼒発電設備に⾼強度が求められる

・屋根を活⽤した「かりーるーふ」（太陽光＋蓄電池無料設置サービス）の推進
・貯⽔池への⽔上太陽光などの導入を検討
・大型風⼒導入にむけ、メーカーや有識者へのヒアリングを実施中

課題

新たな試みに果敢に挑戦しています

取り
組み



沖縄エリアの特徴
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④県経済・
基地返還跡地

県経済をけん引する観光業の伸び（コロナ禍からの回復）や、
基地返還跡地利⽤などで今後もエネルギー需要の増加が期待

注）端数処理の関係で内訳と合計が合わないことがある。
出所︓沖縄県「観光要覧」、「入域観光客統計概況」、「令和5年宿泊施設実態調査結果」,OCVB「入域観光客数概況」



本日のご説明内容

１．沖縄電⼒の概要

２．事業毎の取り組み

３．ESGへの取り組み

４．業績・株主還元
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電気事業

電気事業一体運営会社として、エネルギーの安定供給がグループの基本的使命

発電 ⼩売送配電
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電気事業（電源開発の変遷）

社会情勢や社会的要請に応じ、電源開発を推進

具志川⽕⼒発電所（⽯炭）

牧港ガスエンジン発電所（LNG）

バイオマス混焼設備

⽯油依存の低減

CO２排出低減

【 沖縄電⼒における電源構成 】

2005実績

2024推実

2030目標

1980年代
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電気事業（台風に対する取り組み）

台風に強い設備形成や、停電の早期復旧に向けた取り組みを実施

樹木接触に強い「耐摩耗電線」で断線を防止。

現場に出向くことなく、遠隔で開閉器の
「入」、「切」を⾏うことが出来、暴風⾬で
現場作業が出来ない場合でも、事務所からの
操作が可能。

遠制子局

事業所

遠制
開閉器

連携

連携

(配電自動化システム)

支持物強化により電柱の連続倒壊を防止。
補助柱 支線 支線・支柱

強化柱

設備形成設備形成 早期復旧に向けた取り組み早期復旧に向けた取り組み LINE停電情報配信LINE停電情報配信
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電気事業（無電柱化への取り組み）

約128kmの無電柱化が実施済、今後約205kmが計画されている

【整備前】 【整備後】

整備事例︓県道16号 勝連城跡前

道路管理者等と協⼒しながら計画的に無電柱化を推進
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電気事業（配電資産の活⽤）

地上変圧器を活⽤し、街の賑わいの創出と安心・安全なまちづくりに寄与

国際通りに合計98台のデジタルサイネージ（電子看板）を設置
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電気事業（オール電化）

⾼効率給湯器のエコキュートを使⽤したオール電化で省エネを実現︕

貯めていたお湯を
災害時に使える

IHのお掃除は
拭くだけ

年間約95,000円
光熱費がおトクに

火を使わないから
暑くならず



オール電化
(IH＋エコキュート)

かりーるーふ
(太陽光＋蓄電池)

省エネ

創エネ・蓄エネ

電気事業（かりーるーふ）

太陽光発電と蓄電池を無料で設置︕「かりーるーふ」

新たなライフスタイルの提案
「オール電化」 ＆ 「かりーるーふ」
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電気事業（おきでんmore-E）

会員サイト「おきでんmore-E」でポイントが貯まる︕使える︕
会員数

地域のスーパーや交通機関等のポイントと交換（提携7社）

地域のスポーツチームをポイントで応援（提携４チーム）

地域の課題解決等にポイントを寄付（提携５団体）

突破
11万人
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おきでんグループビジョン

おきでんグループは総合エネルギーをコアに事業領域を拡⼤
グループの強みを活かし、新たな事業を展開
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グループ会社紹介
おきでんグループは、地域発展のために総合⼒を発揮し、
地域の皆さまに信頼され、支持され続ける企業グループを目指す
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グループ事業（ガス供給事業）

2015年よりガス供給事業を展開
2024年に新たにガス導管を敷設、更なる販売促進を図る

主なお客さま

ガス卸供給 ・沖縄ガス

ホテル
・ハイアットリージェンシー瀬良垣

アイランド沖縄
・沖縄かりゆしビーチリゾート・オーシャンスパ

教育
・沖縄科学技術大学院大学

その他、商業施設等にも供給

吉の浦・牧港ガスパイプラインの敷設

21

工場
・オリオンビール 名護工場
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グループ事業（エネルギーサービス事業）

㈱リライアンスエナジー沖縄においてエネルギーサービス事業を展開

○お客さまに代わり、電気・熱源設備を所有
○電気やガスを空調⽤冷温⽔や給湯⽤温⽔、

蒸気等に加工して提供

運転管理、メンテナンス・修繕を実施
電⼒

エネルギーセンター

熱源設備

発電設備

受変電設備

【エネルギーサービスのイメージ】

天然
ガス

重油
(非常時)

エネルギーを
ベストミックスし

ご提供

法⼈の
お客さま

一括管理

ゆがふBizタワー浦添港川



23

グループ事業（エネルギーサービス事業）

導⼊事例
友愛医療センター友愛医療センターサンエー浦添⻄海岸 PARCO CITYサンエー浦添⻄海岸 PARCO CITY その他サンエー⼤型商業施設その他サンエー⼤型商業施設

沖縄科学技術⼤学院⼤学 第４・5研究棟沖縄科学技術⼤学院⼤学 第４・5研究棟

第4研究棟

浦添総合病院浦添総合病院

※提供元︓㈱ゆがふホールディングス ※浦添総合病院HPより

ゆがふホールディングスゆがふホールディングス

※ 提供元︓ 左）OIST/東郷憲志様、右）OIST

※提供元︓ 社会医療法⼈友愛会 豊⾒城中央病院※提供元︓㈱サンエー※提供元︓㈱サンエー2022年度「省エネ⼤賞」受賞
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グループ事業（建設・不動産事業）

まちづくり・不動産を成⻑領域として、PFI事業を推進
旧那覇市⺠会館跡地利⽤事業で、沖電開発㈱を代表とするコンソーシアムが事業者に選定

（出所）那覇市への提案資料より抜粋

【全体イメージ】

複合施設

⺠間施設

【⺠間施設イメージ】

駐⾞場

【wellデッキ・wellスクエア イメージ】Wellデッキ・wellスクエア



グループ事業（海外・域外事業）
電気事業で培ってきた技術⼒と経験を活かし、
海外島嶼地域における脱炭素化に関する技術支援や事業展開に取り組んでいる

【日本】
硫⻩島・南⿃島 再生可能エネルギー等導入実証事業

【エクアドル】
ガラパゴス諸島化⽯燃料ゼロに向けロードマップ支援PJ

【パラオ】
PV-TPO事業

【パプアニューギニア】
電⼒系統計画・運⽤能⼒向上PJ

【モルディブ】
太陽光発電と蓄電池を⽤いた脱炭素型海⽔淡⽔化
システムの実証

【ミクロネシア連邦、パラオ、ツバル、サモア、フィジー】
大洋州地域（広域）エネルギートランジションPJ

ガラパゴス諸島

出典︓外務省HP および Google Map

パプアニューギニア

パラオ ミクロネシア連邦

フィジー

ツバル
サモア

取組事例

モルディブ
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2050 CO2排出ネットゼロに向けた取り組み ロードマップ
2020年12⽉に「沖縄電⼒ ゼロエミッションへの取り組み」を定め、
「再エネ主⼒化」「火⼒電源のCO2排出削減」に基づく施策を推進

●再エネ導入拡大
●再エネ拡大を実現する系統安定化技術
●再エネ主⼒化を支える基盤の整備

●クリーン燃料の利⽤拡大
●非効率⽕⼒のフェードアウト

排
出
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ

CO2

野心的な目標
CO2 ▲30％
（2005年度⽐）

電化促進

■再エネ主⼒化

■⽕⼒電源のCO2排出削減



CO2削減の進捗と⾒通し

2023年度までに24％を削減
引き続き「2030年度▲30％」の目標達成にむけて取り組みを加速

28

689
万ｔ-CO2

2005
（基準年）

2023
（実績）

523
万ｔ-CO2

※速報値
1990 2000

588
万ｔ-CO2

1995

522
万ｔ-CO2

409
万ｔ-CO2

2008

707
万ｔ-CO2

CO2ピークアウト

2030
（目標）

482
万ｔ-CO2

▲30%
（207万t-CO2）

2013

662
万ｔ-CO2

再エネ導入
バイオマス混焼

LNGの
導入

▲24%
（166万t-CO2）

 LNGの導入・利⽤拡大
⽯炭⽕⼒への県産バイオマス混焼・拡大
再エネ導入・拡大、CO2フリー燃料 等
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カーボンニュートラル実現に向けた取り組み

「再⽣可能エネルギーの主⼒化」に向けた取り組みを推進

宮古島での供給⽤蓄電池の導⼊可倒式風⼒

波照間島の電⼒を再エネ100％
（可倒式風⾞＋MGセット＋系統安定化装置）

で約10日間連続供給
宮古島系統での再エネ導⼊拡⼤

ディーゼル機

再エネ

蓄電池

ご家庭

夕方 夜

充電 放電

昼
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「火⼒電源のCO2排出削減」に向けた取り組みを推進

⽔素混焼発電実証試験の実施⽯炭火⼒での県産⽊質バイオマス混焼

沖縄県内の建築廃材等が原料
⽯炭に３％混焼

吉の浦マルチガスタービン発電所で
天然ガスに⽔素を３０％混焼

カーボンニュートラル実現に向けた取り組み

圧縮⽔素ガストレーラー



地域脱炭素の実現に向けた包括連携協定

電気を使⽤する需要サイドとも連携し、地域脱炭素社会の実現に取り組んでいる
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CO2フリー価値付き電気料⾦

「うちな〜CO2フリーメニュー」提供

包括連携協定締結状況︓13件
学校や庁舎等への「かりーるーふ」導入

OISTとのカーボンニュートラル社会へ
貢献する先⾏研究・新技術の共同開発など

琉球大学と県産木質バイオマス
の可能性調査（共同研究）

港川中学校 写真

31

【草本系バイオマス】
ネピアグラス、ソルガム
など狭⼩県土に適した農
作物を選定し、荒廃農地
にて生産



離島地域持続可能性推進に関するパートナーシップ協定

各⾃治体と協働し、離島地域の持続可能な地域振興・地域経済活性化を目指す

32

離島10⾃治体

連携

①地域社会が抱える課題の解決
②産業振興・創出、地域経済活性化
③人材育成・雇⽤創出・就業支援
④DXによる地域経済発展
⑤持続可能な地域づくり



地域社会スポーツ
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芸術・文化

▲おきでんシュガーホール新⼈演奏会オーディション
▲おきでん旗争奪学童軟式野球大会 ▲「おきでん対話旬間」ﾌｧﾐﾘｰﾊｳｽ「がじゅまるの家」の清掃

琉球放送RBC 毎週日曜日
11:00〜放送中︕

地域とともに、地域のために

▲ウチナー紀聞 ▲おきでん旗争奪 沖縄県なぎなた大会 ▲どうぶつスマイルプロジェクト

伐採樹木
提供



地域とともに、地域のために
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⻘少年育成・教育

21▲エネルギー・環境教育に関する出前授業

▲ 「⻘少年科学作品展」科学実験ステージショー ▲ 「⻘少年科学作品展」上位入賞者による
ポスターセッション

▲おきでん電験3種対策講座



本日のご説明内容

１．沖縄電⼒の概要

２．事業毎の取り組み

３．ESGへの取り組み

４．業績・株主還元
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113
58

27 25

2020年度 2023年度 2025年度

▲ 487

リカバリー期間

2021年度 2022年度 2024年度
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財務目標と足許の業績

業績のV字回復、掲げた財務目標の達成に向けて取り組む

ROE
5％以上

※将来目標30％

経常利益
120億円

以上

2023年度
料⾦改定実施

単位︓連結経常利益（億円）

財務目標の達成を目指す
リカバリー期間（2025年度まで）

財務基盤の回復に注⼒

⾒通し 財務目標

• 直近10年分の利益に相当する損失を計上
• 財務基盤の毀損

⾃⼰資本⽐率
25％以上※



新たな“Challenge “
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中期経営計画に基づく
主な取り組み

●エネルギーの安定供給
●カーボンニュートラルの実現
●地域社会への貢献
●デジタル化と効率化
●成⻑分野への投資

中期経営計画に基づく
主な取り組み

●エネルギーの安定供給
●カーボンニュートラルの実現
●地域社会への貢献
●デジタル化と効率化
●成⻑分野への投資

調達活動の変革

コストの最適化 持続的な成⻑
企業価値向上

・調達部門の強化
・積算スキルの向上 など

・サプライチェーンの最適化
・使⽤頻度・数量の最適化
・材料、仕様の最適化 など

・業務の⾒える化
・DX等の活⽤ など

・基礎ビジネススキルの向上
・デジタルスキルの向上 など更なるスキル向上

生産性の向上

喫緊の課題である物価⾼対策として、「調達⼒」を抜本的に強化すべく
新たな“Challenge“として『超・攻めの効率化』に取り組む

超・攻めの効率化
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沖縄の⻑期的な成⻑性
地理的優位性などの沖縄の強みを活かした 沖縄県の経済成⻑が期待

沖縄の
強み中国 14億⼈

日本 1.2億⼈

ASEAN 6.8億⼈⼈口約20億⼈の
巨⼤マーケットの中心

沖縄

出所︓沖縄県企業⽴地ガイド
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沖縄の⻑期的な成⻑性
沖縄の⻑期的な成⻑を通じてグループの持続的な成⻑・発展を目指す

・GW2050 PROJECTS

沖電ｸﾞﾙｰﾌﾟの
持続的な

成⻑・発展

基地返還跡地

観光関連
・入域観光客数増
・クルーズ船寄港回数増
・宿泊施設客室数過去最大更新

出所︓JUNGLIA HPより

写真出所︓沖縄タイムス、日本経済新聞

出所︓国営沖縄記念公園 HPより

テーマパーク開業
（2025年７⽉25日予定）

那覇新都心 出所︓沖縄県駐留軍⽤地跡地利⽤の推進(概要)

⾸⾥城正殿 復元
（2026年竣工予定）
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GW2050 PROJECTS

■ 沖縄セルラー電話㈱ ■ ㈱國場組
■ 沖縄電⼒㈱ ■ ㈱琉球銀⾏
■ ㈱沖縄海邦銀⾏ ■ ㈱りゅうせき
■ ㈱沖縄銀⾏ （五十音順）

基地返還跡地の一体的な利⽤と那覇空港の機能強化を図り、次代の沖縄の進化を象徴する
「世界に開かれたゲートウェイ」としての将来像の具現化を図るプロジェクトが進⾏中
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株主還元方針

財務基盤の回復に注⼒するリカバリー期間においては、段階的に配当⽔準を引き上げ、
期間終了後に、従来配当⽔準に戻すことを目指す
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2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 列3

配当⾦総額

DOE（連結純資産配当率）

（億円） （%）配当⾦総額と連結純資産配当率の推移

×1.05

1株当たり年間60円配当を継続

増配
（50円→60円） ×1.10

×1.50
×1.10

×1.25
×1.05

株式分割 自己株式取得

49億円（1,750,000株）

×1.50

10円

（20円）

（年度）

基本方針︓「安定的に継続した配当」を基本とし「連結純資産配当率（DOE）2.0％以上」を維持
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終わりに
当社ホームページでは株主・投資家の皆さまにお役に⽴てる情報を発信しております。

ぜひご覧ください。

（URL）http://www.okiden.co.jp/ir/

地域とともに 地域のために

http://www.okiden.co.jp/ir/
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本資料に関するお問合せ先
〒901-2602
沖縄県浦添市牧港五丁目2番1号
沖縄電⼒株式会社

経理部 予算財務グループ IR担当
TEL ︓ 098-877-2341
FAX ︓ 098-879-1317
Email ︓ir@okiden.co.jp

本資料に記載されている将来の業績に関する記述は、推測・予測に基づくもの
であり、これらの記述には潜在的なリスクや不確定な要因が含まれています。
将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化などに伴い、変化することに
ご留意ください。


